
（３）障害児保育の推進

　厚生労働省においては、障害のある児童の
保育所での受入れを促進するため、昭和49年
度より障害児保育事業において保育所に保育
士を加配する事業を実施してきた。
　当該事業については、事業開始より相当の
年数が経過し、保育所における障害のある児
童の受入れが全国的に広く実施されるように
なったため、平成15年度より一般財源化し、
平成19年度より地方交付税の算定対象を特別
児童扶養手当の対象児童から軽度の障害児に
広げる等の拡充をしている。
　このほか、障害のある児童を受け入れるに
当たりバリアフリーのための改修等を行う事
業や、障害児保育を担当する保育士の資質向
上を図るための研修を実施している。

■図表５-２

資料：文部科学省
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（４） 放課後児童クラブにおける障害のある
児童の受入推進

　共働き家庭など留守家庭のおおむね10歳未
満の児童に対して、放課後等に適切な遊びや
生活の場を与える放課後児童健全育成事業
（放課後児童クラブ）における障害のある児
童の受入れを促進するため、厚生労働省にお
いては、平成13年度より、障害のある児童を
受け入れるクラブに対して、受入れに必要な
経費を運営費に上乗せ補助し、支援を行って
いるが、平成20年度より、多様化する障害の
種別や程度に適切に対応できる指導員の確保
とその資質向上を図るため、市町村の責任の
下に専門的知識等を有する指導員を各クラブ
に配置する補助方式へと改め、更なる受入推
進を図っている。

２．専門機関の機能の充実と多様化

（１） 特別支援学校における教育支援体制の
整備

ア　障害の重度・重複化への対応
　近年、特別支援学校に在籍する幼児児童生

徒の障害の重度・重複化が進んでおり、一層
きめ細かな対応が求められている。
　特別支援学校の学習指導要領等において
は、障害の重度・重複化等に応じた弾力的な
教育課程が編成できるよう、障害の状態によ
り特に必要がある場合には、各教科の目標及
び内容の一部を取り扱わないこととしたり、
自立活動を主として指導を行ったりすること
ができることなど、様々な配慮事項を規定し
ている。また、一人一人の障害の実態に応じ
た指導を充実するため、個々の児童生徒の実
態を的確に把握し、個別の指導計画や個別の
教育支援計画を作成することとしている。
　障害のため通学して教育を受けることが困
難な幼児児童生徒に対しては、教員を家庭、
児童福祉施設や医療機関等に派遣して教育を
行っている（訪問教育）。平成25年５月１日
現在、小学部1,443人、中学部832人、高等部
940人の児童生徒が、この訪問教育を受けて
いる。
　さらに、障害の重度・重複化に伴い、日常
的にたんの吸引をはじめとする医療的ケアを
必要とする幼児児童生徒への対応が求められ
ている。

■図表５-３　障害児保育の実施状況推移

注：児童数は、特別児童扶養手当支給対象児童数
資料：厚生労働省

6,373
6,973 7,270

7,961
8,365

8,727

9,537 9,674
10,188 10,492 10,428

10,602 10,670 10,749
11,113 11,080 11,264

10,719

4,381
4,825

5,452 5,675 5,904
6,249 6,369

6,722
7,102 7,200 6,995 7,130 7,120 7,376 7,221 7,399

10,921

7,1457,260

か所数
児童数

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 222120 2423 （年度）

4,843

50


